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中印戦争における勝敗決定要因の深層的構造
　

日本大学危機管理学部　教授　川中　敬一
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Ⅰ　はじめに

　1962 年 10 月 20 日未明から 11 月 21 日 24 時までの間、中華人民共和国 ( 以下、中国 )
南西部とインド北東部及び北西部との接際地域において、中国人民解放軍 ( 以下、解放軍 )
の電撃的な軍事行動が発動された。結果は、解放軍の完勝であり、インド軍の惨敗であった。

いわゆる、中印戦争である。

　拙稿では、中印間の緊迫度を高める契機になったインドの前進政策発動から中国による

本格的武力行使に到る期間を主たる分析・考察対象とする。また、1990 年代前半に中印そ

れぞれの国防当局により発刊された 1 次資料を主用して、上記期間における双方の意志決

定と軍事的活動の経緯の概要を従来の先行研究とは異なった視点から、事象、意志決定そ

して行動との関係を論述する。そのうえで、斯様な視点から明かとなる事実関係から、イ

ンドの敗因と中国の勝因の一端を論考することにする。

Ⅱ　意志決定と軍事的動静の経緯

　本項では、19 世紀末から中印武力衝突までの経過と、インドと中国の緊要な意志決定を

概観することにする。なお、経過概要と意志決定は、分水嶺となる時期ごと、インドと中

国が、同時期に生起した情勢を受けて、中印それぞれが、いかなる意志決定に基づき、ど

のように行動したかという連鎖を対比しながら論述することにする。
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中印戦争における勝敗決定要因の深層的構造

1　インド独立・中国建国までの経過概要

　中国とインドとの境界問題は、19 世紀から 20 世紀初頭にかけて、英領インド帝国と清

帝国との問題として発生した。ただし、この時期の両者間の係争は、いわゆる“ザ・グレー

ト・ゲーム”1 の一環として発生した。その後、崩壊過程にあった清帝国と辛亥革命によっ

て成立した中華民国、その過程において中華勢力 2 を一時的に放逐したチベットという政

治的実体が錯綜した結果、近現代的な意味における領域・主権に関わる問題処理の複雑さ

と曖昧さの 1 つの根源を形成したことを指摘できよう。

　1914 年 7 月 3 日にイギリスとチベットが中華民国を除外して締結したシムラ条約 3 と、

そこでイギリスが一方的に設定したマクマホン・ラインの承認が、後年における中印紛争

の 1 つの焦点となった。もっとも、第 1 次世界大戦から第 2 次世界大戦終結までのイギリ

スと中華民国それぞれを取り巻く緊迫した情勢により、中華民国と英領インドとの境界は、

客観的には曖昧なまま放置されてしまった。

図表 1　中印国境全体概要図
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1 インド独立・中国建国までの経過概要 

      
 中国とインドとの境界問題は、19 世紀から 20 世紀初頭にかけて、英領インド帝国と

清帝国との問題として発生した。ただし、この時期の両者間の係争は、いわゆる“ザ・

グレート・ゲーム”1の一環として発生した。その後、崩壊過程にあった清帝国と辛亥

革命によって成立した中華民国、その過程において中華勢力2を一時的に放逐したチベ

ットという政治的実体が錯綜した結果、近現代的な意味における領域・主権に関わる問

題処理の複雑さと曖昧さの 1 つの根源を形成したことを指摘できよう。 
1914 年 7 月 3 日にイギリスとチベットが中華民国を除外して締結したシムラ条約3

と、そこでイギリスが一方的に設定したマクマホン・ラインの承認が、後年における中

印紛争の 1 つの焦点となった。もっとも、第 1 次世界大戦から第 2 次世界大戦終結ま

でのイギリスと中華民国それぞれを取り巻く緊迫した情勢により、中華民国と英領イ

ンドとの境界は、客観的には曖昧なまま放置されてしまった。 

図表 2　紛争地域の情景
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第 2 次世界大戦が終結して間もない 1947 年 8 月 15 日にインドがイギリスから独立し

た。他方、それまで中華世界の政治的主体であった中華民国は内戦に敗北して台湾に逃潰

し、1949 年 10 月 1 日には、中華人民共和国が中国大陸の政治的主体となった。 
独立を果たしたインドは、実効支配実績の有無を問わず、イギリスの進出実績がある地

域を自国版図として継承した。他方、中国国民党(以下、国民党)との闘争に勝利して建国

した中国は、概ね中華民国が版図とした空間を継承した。その後、新しい当事者の係争地

域に関する認識の齟齬が、10 余年の時間経過後、流血の衝突へ発展したのである。 
 
2 “前進政策”発動まで(1947 年 8 月～1960 年 4 月) 
（1）インド側の軍事的動静 

インド独立及び中国建国の直後から、両国間では辺境地の帰属をめぐって見解を異に

していた。その主要な 1 つが、現在のアルナーチャル・プラデーシュ州に当たる地域(以
下、NEFA)であり、もう 1 つが、新疆ウイグル自治区南西部とインド北西部が接するア

クサイチンと呼ばれる地域であった。もっとも、1950 年代中葉までは、中印両国の良好

な関係によって、両地の帰属問題が表面化することはなかった。 
  インドが対中国警戒感を強くした最大の契機は、アクサイチンの一部を貫通する新疆

とチベットを連結する新藏公路の中国による一方的な建設であった。中国の雑誌に掲載

された 1957 年 8 月の新藏公路開通式挙行記事に接したインドは、58 年 7 月に武装巡察

隊をアクサイチンへ派遣した。1 隊は、道路を発見しレーに帰還したが、道路沿いに北上

した別の 1 隊は、中国辺防部隊に拘束された。当然、インドは中国に強く抗議した。 
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　第 2次世界大戦が終結して間もない 1947年 8月 15日にインドがイギリスから独立した。

他方、それまで中華世界の政治的主体であった中華民国は内戦に敗北して台湾に逃潰し、

1949 年 10 月 1 日には、中華人民共和国が中国大陸の政治的主体となった。

　独立を果たしたインドは、実効支配実績の有無を問わず、イギリスの進出実績がある地

域を自国版図として継承した。他方、中国国民党 ( 以下、国民党 ) との闘争に勝利して建

国した中国は、概ね中華民国が版図とした空間を継承した。その後、新しい当事者の係争

地域に関する認識の齟齬が、10 余年の時間経過後、流血の衝突へ発展したのである。

2　“前進政策”発動まで (1947 年 8 月～ 1960 年 4 月 )
（1）インド側の軍事的動静

　インド独立及び中国建国の直後から、両国間では辺境地の帰属をめぐって見解を異にし

ていた。その主要な 1 つが、現在のアルナーチャル・プラデーシュ州に当たる地域 ( 以下、

NEFA) であり、もう 1 つが、新疆ウイグル自治区南西部とインド北西部が接するアクサイ

チンと呼ばれる地域であった。もっとも、1950 年代中葉までは、中印両国の良好な関係に

よって、両地の帰属問題が表面化することはなかった。

　インドが対中国警戒感を強くした最大の契機は、アクサイチンの一部を貫通する新疆と

チベットを連結する新藏公路の中国による一方的な建設であった。中国の雑誌に掲載され

た 1957 年 8 月の新藏公路開通式挙行記事に接したインドは、58 年 7 月に武装巡察隊をア

クサイチンへ派遣した。1 隊は、道路を発見しレーに帰還したが、道路沿いに北上した別

の 1 隊は、中国辺防部隊に拘束された。当然、インドは中国に強く抗議した。

図表 3 　NEFA 地図
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  図表 3  NEFA 地図

 
 
NEFA 方面では、インドは統治権確立を目的に同地域へ積極的に進入し活動した。独

立とほぼ同時の 1947 年には地方森林官を任命し、翌 48 年には主任森林官を任命した。

後述するように、1950 年に中国がチベットを制圧すると、インドの NEFA に対する姿勢

は、より積極性を帯びるようになった。この時期に、情報局4のネットワークが拡大され

た。5 
その後、1959 年にインド側がこの地区を踏査したとき6、彼らは、その地形から、地図

で示されているミギトン南方約 2 マイルではなく、ミギトンの直ぐ南を国境線にした方

が、彼らの観点からみて、より実際的であることを発見し、そこに国境監視所を設置した。

7この結果、この付近を流れるツァリ川南岸まで国境を前進させたため、ミギトン対岸の

ロンジュと呼ばれる部落がインド領に入ったのである。8 
  このインド側の行為が、1959 年 8 月における流血事件の発端となったのである。 

さて、1950 年代末期、訓練された準軍事組織要員増大という要求に呼応して、各種警

察部隊とアッサム・ライフルズ9が増強された。アッサム・ライフルズは新編大隊が追加

されたが、グルカ兵のみならず、ガルワリ、ドグラ、クマオンその他の銃隊も追加され、

彼らは陸軍の訓練機関で訓練された。アッサム・ライフルズの部隊の装備もまたインド陸

軍の大隊のそれと調和するようになった。10 
こうした情勢下の 1959 年 8 月 25 日、中印間における最初の犠牲者を出す銃撃戦が展

開された。ロンジュ事件である。11 
  ロンジュ事件直後の 1959 年 8 月 27 日、インド政府は、陸軍が NEFA の国境警備に責

任を負うという命令を発した。アッサム・ライフルズの国境哨所は存続したが、それまで
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中印戦争における勝敗決定要因の深層的構造

　NEFA 方面では、インドは統治権確立を目的に同地域へ積極的に進入し活動した。独立

とほぼ同時の 1947 年には地方森林官を任命し、翌 48 年には主任森林官を任命した。後述

するように、1950 年に中国がチベットを制圧すると、インドの NEFA に対する姿勢は、

より積極性を帯びるようになった。この時期に、情報局 4 のネットワークが拡大された。5

　その後、1959 年にインド側がこの地区を踏査したとき 6、彼らは、その地形から、地図

で示されているミギトン南方約 2 マイルではなく、ミギトンの直ぐ南を国境線にした方が、

彼らの観点からみて、より実際的であることを発見し、そこに国境監視所を設置した。7

この結果、この付近を流れるツァリ川南岸まで国境を前進させたため、ミギトン対岸のロ

ンジュと呼ばれる部落がインド領に入ったのである。8

　このインド側の行為が、1959 年 8 月における流血事件の発端となったのである。

　さて、1950 年代末期、訓練された準軍事組織要員増大という要求に呼応して、各種警察

部隊とアッサム・ライフルズ 9 が増強された。アッサム・ライフルズは新編大隊が追加さ

れたが、グルカ兵のみならず、ガルワリ、ドグラ、クマオンその他の銃隊も追加され、彼

らは陸軍の訓練機関で訓練された。アッサム・ライフルズの部隊の装備もまたインド陸軍

の大隊のそれと調和するようになった。10

　こうした情勢下の 1959 年 8 月 25 日、中印間における最初の犠牲者を出す銃撃戦が展開

された。ロンジュ事件である。11

　ロンジュ事件直後の 1959 年 8 月 27 日、インド政府は、陸軍が NEFA の国境警備に責

任を負うという命令を発した。アッサム・ライフルズの国境哨所は存続したが、それまで

と異なり、以降は陸軍の作戦統制下に置かれた。12

図表 4　アクサイチン拡大図
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図表 4 アクサイチン拡大図 

    

 
他方、1959 年 8 月、インド西部方面司令部は陸軍司令部の指令に従い、複数の辺境巡

察隊を派遣し、中印国境西部に新たな哨所を増設していった。10 月 20 日、3 人の警察巡

察隊がコンカ峠付近で中国側に拘留された。1959 年 10 月 21 日、カラム・シン警視補が

20 名を伴って行方不明の巡察隊捜索に出発した。彼らがチャンチェンモ川へ向かうと、

小銃、迫撃砲そして手榴弾を使った激しい攻撃を受け、国境警備隊員 9 名が死亡し 1 名

の警察官が重傷を負った。13コンカ峠事件である。 
コンカ峠事件に関して、10 月 20 日の拘留インド隊員の数は 3 人で一致している。し

かし、20 日深夜以降の情況に関して、中国側は、次のように異なった説明をしている。 
 
 インド側の行動を予測して、(1959 年 10 月)20 日深夜、高地を占領し、21 日午前中、

スパングル川一帯の偵察を行っていた騎兵第 6 連隊作戦訓練部長の段海珍と第 2 中隊

政治指導員の文万秀ら 7 名が、約 60 余名のインド軍に遭遇した。15 時過ぎから 19 時

半まで断続的に戦闘が続いた。インド側は 9 名が死亡、3 人が負傷、7 人が捕虜となり、

中国側は 13 名の参戦者中 1 名が死亡した。14 
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　他方、1959 年 8 月、インド西部方面司令部は陸軍司令部の指令に従い、複数の辺境巡察

隊を派遣し、中印国境西部に新たな哨所を増設していった。10 月 20 日、3 人の警察巡察

隊がコンカ峠付近で中国側に拘留された。1959 年 10 月 21 日、カラム・シン警視補が 20
名を伴って行方不明の巡察隊捜索に出発した。彼らがチャンチェンモ川へ向かうと、小銃、

迫撃砲そして手榴弾を使った激しい攻撃を受け、国境警備隊員 9 名が死亡し 1 名の警察官

が重傷を負った。13 コンカ峠事件である。

　コンカ峠事件に関して、10月 20日の拘留インド隊員の数は 3人で一致している。しかし、

20 日深夜以降の情況に関して、中国側は、次のように異なった説明をしている。

　インド側の行動を予測して、(1959 年 10 月 )20 日深夜、高地を占領し、21 日午前中、

スパングル川一帯の偵察を行っていた騎兵第 6 連隊作戦訓練部長の段海珍と第 2 中隊政治

指導員の文万秀ら 7 名が、約 60 余名のインド軍に遭遇した。15 時過ぎから 19 時半まで

断続的に戦闘が続いた。インド側は 9 名が死亡、3 人が負傷、7 人が捕虜となり、中国側

は 13 名の参戦者中 1 名が死亡した。14

　中印の資料では、インド側戦闘参加人数が 45 名ほどの開きがある。インド巡察隊が、

基本的に小隊単位で活動していたことから、おそらくインド側 1 個小隊 (30 名前後 ) と中

国側 1 個分隊強 (13 名 ) が交戦したと推察される。なお、どちらが先制発砲したのかは、

双方の資料からは不明である。

　ロンジュ事件とコンカ峠事件を受けて、インドでは、1959 年 10 月 24 日、ラダクとチベッ

ト国境の安全に対する責任は陸軍に引き継がれた。15

　かくして、ロンジュ事件及びコンカ峠事件は、インドに中印国境紛争をそれまでの警察

活動から軍事活動へと本質的転換を決意させることになったのである。

（2）中国側の軍事的動静

　中国は、新疆とチベットを制圧して暫くは、国境問題に積極的に関与しなかった。

　まず、アクサイチン方面の状況を概観する。

　1950 年 3 月、解放軍第 2 軍は、チベット南西部の国民党残存部隊の制圧行動を完了し、

新疆方面は、北疆軍区と南疆軍区とに区分された。16

　その後、辺防建設を強化するために、新疆自治区と新疆軍区は新疆南部からチベット阿

里における交通運輸の決定的な解決を決意した。1956 年 3 月、新疆軍区部隊と民工 3,000
余人は新藏公路修築の工事に参加し、逐次道路建設労働力を増加して、1958 年 8 月に公路

全線が正式に開通した。この新藏公路は、南疆と阿里地区を連接する死活的な紐帯となっ

た。それの修繕改築は西部辺疆の建設と防衛において重要な軍事、経済そして政治的意義

を持っていたのである。17

　上記経過から、建国直後の新疆及びチベット制圧から流血の中印衝突事件までの期間、

アクサイチン方面における中国側の軍事活動の重点は、新疆及びチベット西部における統

日本大学「危機管理学研究」.indb   232 2020/03/19   13:23:40



233

中印戦争における勝敗決定要因の深層的構造

治完成、両地域間の人員・物資流通支援、そして国境管理であったと言える。18 
　次に、NEFA 方面の状況を概観する。

　1949 年 9 月 7 日、中共中央は、チベットの武力統一の意志を公式に表明し、第 2 野戦

軍第 18 軍をチベットへ進軍させることを決定した。19 その後、1951 年 5 月 23 日、チベッ

トのダライ・ラマ 14 世政権との間に、『中央人民政府とチベット地方政府のチベット平和

解放の方法に関する協議』を締結し、チベットを版図内につなぎ止めることに中共は成功

した。

　しかし、1956 年 2 月 25 日にはラサ及び四川省チベット族居住地域において、チベット

独立勢力による武装反乱が発生した。チベット族武装反乱は、台湾に籠居する国民政府か

ら派遣された国民党特務や CIA による技術・武器・資金の支援を受けて過激度を増幅した。20

中国は、武装反乱に対して断固対抗したが、反乱鎮圧が完結したのは、1962 年 3 月になっ

てのことであった。21

　武装反乱が最初の高潮に達した 1959 年 3 月 17 日、ダライ・ラマ 14 世が随員を伴って

ラサを脱出、3 月 31 日、一行は錯那県経由で NEFA に入った。また、4 月 24 日に、ネルー

自らマスリーへ赴き、ダライ・ラマとチベット問題に関する長時間の会談を行った。

　一連の事件は、アメリカと台湾の国民党政府の武装反乱活動に対する扇動行為がインド

を経由していたために、中国のインドに対する疑心を強めることになった。

　特に、武装反乱勢力と解放軍との戦闘が猖獗を極めた山南地区と林芝地区は、マクマホ

ン・ラインを包摂していた。当然、両地区に配備される解放軍兵力は増強され、第 2 の高

潮を迎え、将兵の警戒心も過敏になっていた。そのような情況下、インドの武装巡察隊が、

マクマホン・ラインの北方にあるロンジュ、キンゼマニに侵入したのである。
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　このチベット問題こそが、1950 年代後半に至るまでの期間、中印両国においては、境界・

領土問題を加熱させ、相互の不信感と敵意を増幅させる触媒となったのである。

3　“前進政策”から本格的武力衝突まで (1959 年 10 月～ 1962 年 10 月 )
（1）インド側の軍事的動静

　1962 年 10 月の中印戦争への至る直接的契機は、インド側で遂行された“前進政策　

(Forward Policy)”に求めることができる。

　前進政策は、1960 年 4 月下旬から具体的に構想され始め、同構想に基づく軍事活動は、“オ

ンカー作戦”22 と命名された。

　まず、東部方面でオンカー作戦は発動された。この構想に従って、アッサム・ライフル

ズは大幅に増強され、部隊は全境界線に沿って未占拠地域へ配備された。それらの哨所は

アッサム・ライフルズが配置されたが、陸軍の管理下で設置された。ところが、東部方面

司令部が適切と判断するならば哨所を設置することを陸軍司令部は認めていたにもかかわ

らず、哨所の設置場所は、陸軍によってではなく、主として情報局によって決定された。23

　こうした哨所設置場所選定に関して陸軍の判断を認めておきながら、実際には文官組織

である情報局 24 が決定を主導するという状態が、当時のインドの安全保障に関わる意志決

定における特徴の 1 つであった。25

　次いで、ラダックにおいては、新たな偵察哨所が開設され、いくつかの既設哨所は陸軍

部隊によって強化され、また、複数の哨所は陸軍により開設された。ラダックにおける国

境 ( 防衛 ) 引き継ぎに関する決定は、1960 年に第 114 歩兵旅団司令部の指揮下にある第 7
及び第 14 ジャンムー・カシミール民兵大隊の編入をもって実行され、1961 年 4 月、旅団

は強化された。26 道路網の欠如、航空機の不足、厳しい冬季の気候そして他の後方支援上

の問題に起因する凄まじい困難にもかかわらず、数カ所の追加哨所が設置され、その数は

1961 年末までに 27 カ所となった。27

　かくして、アクサイチン方面では、双方の哨所が相手の哨所を包囲するごとき様相を呈

するようになり、この状況を中国側は、「犬牙交錯」と表現した。

　1961 年 11 月 2 日、デリーにおけるネルー首相開催の国家指導者層会議で、彼は、「イ

ンドの戦力は NEFA からラダックにかけての境界全般の効果的占拠を維持すべきであり、

哨所の設置または効果的な巡察という手段により全ての空白を埋めるべきである」、と命じ

た。また、「もはやインド軍部隊と警察によって占拠されていない我が領域に中国人がこっ

そりと浸透することは許されるべきではない」、との意志を示した。28

　ただし、これら指示には実際には何ら目新しさはなかった。この任務は 1959 年 10 月に

陸軍によってすでに受領されていた。実際、国防大臣は 1960 年の夏からこの方針を強調

してきていた。この会議に先立つ 1960 年 5 月、国防省はクリシュナ・メノン ( 当時のイ

ンド国防相 ) の主宰する会議で、つぎのようなことを決定していた。「陸軍は、ショクから

北方に走る古くからの通商ルートに地歩を確立し、可能な限りカラコルム峠に接近して哨
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中印戦争における勝敗決定要因の深層的構造

所を設けねばならない。これが実行された場合には、チプチャプ渓谷を遡上して東方をパ

トロールする可能性を探究すべきである。一方、まだ占領されていない地区に対しても、

パトロールを行わなければならない。ただし部隊は、衝突を避けなければならない。中共

側と遭遇した場合には、彼らを駆逐しようとせずに、彼らの位置を報告すべきである。」

29。ようするに、1961 年 11 月 2 日のネルーによる命令の意義は、履行の進行をネルー首

相自身が加速化を直接命じたことにより、前進政策に国家的権威が付与されたことであっ

たのである。

　11 月 2 日の国家指導者層による決定に従い、インド陸軍司令部は、隷下司令部に以下の

命令を発した。

　1961 年 12 月 5 日、陸軍司令部は、西部方面司令部に対し、「我々が認める国際境界線

に向けて現在位置から可能な限り前方で巡察を行う。これは更なる進出によって中国人を

阻止するような位置の追加哨所を設置し、また、すでに我々の領域に設置されている中国

の哨所に優位を占めることを目標とする」と指示した。この指示では、「‘前進政策’は自

衛の必要を除く中国との衝突に巻き込まれることなく推移するであろう」との予測も言及

されていた。他の北部地域 ( 東部地域を含む ) に関しては「そこにはラダックと同じ困難

は存在しない。したがって、我々は可能な限り活動的に前進し、全辺境における効果的占

拠を進め、空隙は巡察と哨所によって埋められるべきである」との情勢判断が示されてい

た。「政府による新たな命令の観点を考慮した貴官達の任務である付随する後方支援上の問

題を伴う部隊の慎重な動きを必然的に伴うであろう。後方支援上の更なる努力が含まれる」

ことが、1961 年 12 月 30 日までに特に要求された。同時に、「上述した措置は、どこであ

ろうと採られねばならない」とされた。30

　上記陸軍司令部の情勢判断と命令は、インドが武装部隊が領有権係争地域に進出しても、

中国側が反撃することはないゆえに、躊躇することなく哨所設置を伴うオンカー作戦を遂

行せよ、ということを意味した。この判断が、インドの活動の前提となっていた。ただし、

この非現実的な陸軍上層部の判断・命令は、ネルーを筆頭とするインド政府指導部全体の

係争地域に対する認識に、陸軍上層部は従っただけであったのである。

　翌 1962 年 3 月 17 日の国防相が議長となった会議で、『国境安全情勢』という情報局が

作成した報告書に基づき情勢が検討された。会議において、国境地帯における未占拠の空

隙は埋められ、大兵力は補充できないにしても、陸軍または警察あるいはアッサム・ライ

フルズの少なくても小隊を各地点に存在させるべきだ、と国防相は命令した。この国防相

命令に従って、1962 年春から夏にかけて、インド側は係争地域への前方進出と哨所増設を

加速した。1962 年 7 月 20 日までに、チベットとの境界に沿った NEFA には総計 34 カ所

の哨所が設置された。その一環として、6 月 4 日、インド軍は、マクマホン・ラインの北

約 5km のチェドンという小さな集落近くにドー峠哨所を設置した。31 この行為は、事態を

決定的に悪化させることになった。

　9 月 8 日から 20 日にかけて、ドー峠哨所が中国側部隊に包囲される 32 事件が発生した。
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この事態を受けて、9 月 9 日、国防省で会議が開催され 33、タグ峠尾根の南から実力で中

国軍部隊を速やかに撤退させることが決定された。この会議は、クリシュナ・メノン国防

相が議長となり、陸軍司令官 P.N. パタル大将、東部方面司令官 L.P. セン中将、内閣秘書

官 S.S. ケーラ、国防省統合秘書官 H.C.D. サリン他若干名に加えて情報局長官 B.N. マリ

クが出席した。この会議でも、マリクの「中国軍は、これ以上の激烈な反応を示すことは

ないであろう」という根拠不明の情勢認識が支配した。タパル大将は上記決定を受けて、

発動号令を下し、それは東部方面司令部へ伝達され、そこから第 33 兵団と第 4 歩兵師団

へ決定が伝えられた。そして、ドー峠地区から中国部隊を立ち退かせるという目的をもっ

て、ドー峠地区への第 9 パンジャブ隊の移動が命じられた。第 7 旅団の残余は、48 時間以

内にこれと合流する準備をするように命じられた。全部隊は戦闘に備え、可能ならばドー

峠哨所を侵略する中国部隊を包囲するようにも明確に命令された。34

　この撤退強要作戦は、‘レグホン’という暗号名が冠された。359 月 20 日から 25 日にか

けて「択繞橋事件」36 が生起し、中印双方に死傷者が発生した。この事件を受けて、イン

ド政府は 10 月 2 日、国防相主催の会議を開き、事態打開のために第 4 兵団の新設と同兵

団長への B.M. カウル中将の就任を決定した。この決定こそが、インド惨敗の決定的要因

の 1 つとなったのである。

　カウルは、10 月 10 日までにユムツォ峠に達するよう隷下部隊に下令し、部隊はナムカ

川流域へ展開していった。ここで、中国側は本格的に反応し始めた。

　10 月 7 日から 10 日まで、カウル中将はドー峠哨所に視察を目的として滞在していた。

彼は、現地到着後、上級司令部へナムカ川地区から送った通信文の中で、自身のとてつも

ない困難を訴えた。37 一方で彼は、第 9パンジャブ隊に、より北方のツァンレ及びツェンジョ

図表 6　ドー峠付近拡大図
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明、中国は、完全編成の大隊をもって尾根から砲撃を伴って急襲してきた。 
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中印戦争における勝敗決定要因の深層的構造

ンを占拠し、タグ峠、ユムツォ峠を占拠するよう第 7 旅団に命じた。3810 月 10 日未明、

中国は、完全編成の大隊をもって尾根から砲撃を伴って急襲してきた。

　翌 10 月 11 日、デリーでインド政府最高指導者会議がネルー首相により開催された。こ

の会議では、以下のような矛盾して要領を得ない決定が下された。

① 　中国軍の優越性と反撃の可能性があるとしても、この地区の増強は継続して中国軍に

対する攻撃を発動する。

②　あるいは攻撃命令を撤回するにしても、現在位置は保持する。

③　更には（より優勢な）他の区域を保持する。39

　同会議直前の 10 月 15 日から 17 日にかけて、中国側はツァンレ地区を包囲し、大っぴ

らにインド陣地の間隙に進出し、尾根を占拠し、10 月 19 日までには、攻撃が切迫してい

る疑いもない兆候を示していたのである。40

　10 月 11 日の政府最高指導者会議における決定に基づき、第 4 師団はナムカ川南岸、ハ

トン峠、ツァンレ、ツェジョン及びカルポ峠の確保と兵力の追加増強に努めることになっ

た。4110 月 18 日、テズプルの ( 第 4) 兵団司令部で、3 人の文官と 4 人の将軍による会議

が開催され、ナムカ川正面とツァンレ地区の保持が決定された。この会議で、インド側に

とり予想外の現実に直面していたため、マリクの提案で 3 名の文官は退席し、判断を将軍

図表 7　ナムカ川付近の情景
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4 名に全面的に委ねた。42 ようするに、それまで一貫してマリクが示していた「インドが

何をしようと、中国が本格的武力行使に打って出ることはない」という前提が瓦解したた

め、彼は巧妙に責任を回避し、将軍たちに転嫁したのである。

（2）中国側の軍事的動静

　ロンジュ事件・コンカ峠事件の直後の 1959 年 11 月 7 日付で、周恩来は、双方が武装部

隊をマクマホン・ラインと実効支配戦から 20km 後退することをネルーに提案した。43 し

かし、インドの“前進政策”によって、1961 年 2 月に外交努力は頓挫してしまう。インド

政府は巡察を再開し、中印辺界全域で前進し、境界全域で何十もの哨所を設置し、積極的

に戦いに備え始めた。44 それら哨所を支援する目的で、インドは、中国側領土に新たな哨

所を建設し新たな道路を修改築した。45

　なお、1960 年 4 月の周恩来、陳毅による訪印の際、周恩来から、極めて重要な提案がな

されていた。それは、中国はインドの東部方面に対する領土的要求を受け入れ、もってイ

ンドは中国の西部方面に対する要求と交換するという提案であった。そして、双方が東西

両方面の現状を互いに受け入れ、辺界委員会を組織して境界画定を具体的に実行する、と

いうものであった。46

　上記周恩来の提案に対するインド側の頑強な拒否と攻勢的軍事活動に伴い、1960 年に中

国側もチャンチェンモ渓谷の南に注目を向けた。1961 年に中国は、年間を通じた哨所網を

構築することによって占領された地域に対する支配を確立した。47

　1962 年に入ると、中国では、実際的な意志決定と活動が活発化する。その詳細は、図表

8 のとおりである。

　1961 年年末以降のインド武装部隊の係争地域展開への増勢を受け、中国も 62 年 2 月か

ら徐々に対処を強化した。4 月以降、中国は、中共中央、軍中央の意志決定と連動して、『人

民日報』を通じた国家としての警告をインドに発するようになった。『中国チベット地方と

インド間の通商及び交通協定』の失効が予想された 5 月 29 日、中央軍事委員会は情勢見

積を刷新し、旅団規模のインド軍との武力衝突を想定した。また、総参謀部は『中印辺境

軍事闘争に関する具体的手配』をもって、東西両方面の作戦正面部隊に兵力の移動、戦備

訓練及び人事異動を含む指揮機構改組を指示した。上記中印間協定失効日 (6 月 3 日 ) に、

総参謀部は、『中印東部、中部の軍事闘争強化に関する措置』を下達した。ここに、チベッ

ト軍区と南疆軍区は、動員と物資備蓄を含む本格的武力行使を念頭に置いた大規模な準備

を始動した。その 1 つが、東部方面における「藏字 419 部隊」というタスク・フォースが

6 月 11 日に創設されたことである。なお、作戦正面部隊の改編・人事異動、タスク・フォー

ス編成は、中国が本格的武力行使を決意した際に必ず示す兆候である。
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中印戦争における勝敗決定要因の深層的構造
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ネルー主催指導層会議  ＊メノン、タパル、マリク、カウル･･･
 → 全境界における効果的占拠・哨所新設・巡察命令
陸軍司令部：⻄部⽅⾯司令部宛「情勢⾒積り」「哨所設置」下達 12.05

   中央軍委：「伝統的慣習線30km以内での発砲禁⽌」原則の確認
→ アクサイチン康⻄⽡へ前進指揮所設置／発砲許可権限＝中央軍委

東部司令部：丘陵地帯への旅団配備進⾔ ＊陸軍司令部却下 2.08
陸軍司令部：東部司令部へ1個⼤隊配備命令
 →アッサム・ライフルズ分遣隊のカモン辺境区配備
   ＊チュタングル、チュナ、キンゼマニ、ブム峠
『国境安全情勢』(I.B.)に関する討議
→ 未占拠空隙への警察、アッサム・ライフルズ配備国防相命令
複数アッサム・ライフルズの第4歩兵師団隷下 3．？

前⽅哨所設置加速(東⻄とも) 3⽉〜
総参謀部：『中印⻄部⽅⾯辺境の辺防強化措置』
 →アクサイチン哨所増設
政府：対インド抗議 ＊新華社記事
→『⼈⺠⽇報』「我政府厳重抗議印軍連続侵⼊新疆」(4.26)
政府：対インド警告発信 ＊新華社記事
→『⼈⺠⽇報』「我国政府向印度提出最強烈抗議」(4.26)
⇒ 辺境巡察再開命令『辺境巡察の具体的措置と辺防哨所に関する処置の原則』

5⽉末 中印外交関係破綻
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中央軍委：情勢⾒積提⽰ 
 ＊⼤規模衝突の可能性指摘（東：1〜2個⼤隊・⻄：1個旅団）
⇨ 総参謀部：『中印辺境軍事闘争に関する具体的⼿配』
   ＊兵⼒移動・戦備訓練／⻄部指揮機構改組（⼈事異動）／東部にも適⽤

＊『中国チベット地⽅とインドの間の通商及び交通協定』失効 ＊『中国チベット地⽅とインドの間の通商及び交通協定』失効
総参謀部：『中印東部、中部の軍事闘争強化に関する措置』
 →マクマホン・ライン付近巡察再開

ドー峠(チェドン)哨所設置  ＊マクマホン・ラインの北約5km
 ＊NEFA34カ所哨所設置
 ＊第7旅団タワンへ移動
 ＊第2歩兵旅団＋アッサム・ライフルズ74個⼩隊→NEFA全域に展開

6.05 (藏)『部隊戦備訓練計画』隷下部隊へ下達
6.09 (疆)軍区司令部の康⻄⽡進駐
6.11 藏字419部隊編成

総参謀部：“反蚕⾷”措置の着実実施と主動権掌握要求
 ＊糧⾷・弾薬・物資の備蓄＋頂・逼・囲・堵の採⽤指⽰

天⽂点付近に哨所増設
哨所設置重点：北端地域→中・南部へ変更 軍事的努⼒：ガルワン渓⾕以南へ変更

7.08 総参謀部・疆軍区：巡察隊増派(第4師団偵察中隊2個⼩隊)
『⼈⺠⽇報』「印度政府応該懸崖勒⾺」(7.09付社論)
総参謀部・疆軍区：2⾼地の先制占拠命令

ガルワン事件 ガルワン事件
＊第114旅団：ガルワン渓⾕へグルカ第1⼤隊(⼀部)派遣 ＊第4師団第10連隊第3⼤隊派遣

『⼈⺠⽇報』「警告印⽅不要玩⽕」(社論)
⽑沢東：８字⽅針  ＊「決不退譲、避免流⾎」

7.16 羅瑞卿：16字⽅針  ＊「決不退、避免流⾎、武装共処、⽝⽛交錯」
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図表 8(3)
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6 月 4 日のインド軍部隊によるマクマホン・ライン越境と中国領内への哨所設置及び

第 7 旅団タワン配備を初めとする NEFA 北西端付近地域への展開兵力大幅増強に直面し

て、中国の軍事的重点は、アクサイチン方面から NEFA 方面へと移行した。 
7 月から 9 月にかけて、毛沢東の指示を初めとする中央の意志決定が明確となっていっ

た。同時に、『人民日報』を通じた警告も少なくとも 5 回発せられた。7 月 11 日のガルワ

ン渓谷事件、7 月 21 日のアクサイチン天文点付近にある 5651 高地武装衝突事件、そし

て、9 月 8 日から 20 日にかけてのドー峠哨所事件を初めとする両軍の小競り合いが発生

イ ン ド ⽉.⽇ 中   国
7.20 総参謀部：20字⽅針＊「絶不退譲、⼒争避免流⾎；⽝⽛交錯、⻑期武装共処」

5651⾼地武装衝突事件(天⽂点付近)
 ＊7⽉27、31、8⽉1、23、25⽇に発砲・捕虜捕獲事件
総参謀部作戦部：アクサイチン敵情・地形実地調査
柴成⽂(総参謀部情報副部⻑)：阿⾥地区前⽅哨所着任→ 部隊演練指導

9.07 『⼈⺠⽇報』「印度当局所謂“和平解決”的真相」(社論)
郭志顕(⼭南軍分区副司令員)：ナムカ川北岸実地調査 ＊1個中隊帯同
⇨ 総参謀部・藏軍区   ①歩兵第3中隊のナムカ川北岸配備
             ②哨所のトーチカ化・哨所増設

◆ ドー峠哨所被包囲(〜9⽉20⽇) ◆ ドー峠哨所包囲(〜9⽉20⽇)
中(2名)と印(15名)遭遇  ＊後に印30名に増員 9.17 中(2名)と印(15名)遭遇

9.18
9.19

択繞橋事件 ＊死傷者発⽣ 択繞橋事件 ＊死傷者発⽣
＊I.B.報告：師団砲兵を伴う2個連隊配備済み＋1個師団後備(錯那) ①印軍： 先制発砲(21⽇)

②印軍： 択繞橋爆破・中軍退路遮断企図
③両軍： 銃撃・⼿榴弾投擲戦

9.22 『⼈⺠⽇報』「是可忍、孰不可忍！」(社論)
張国華以下チベット軍区幹部：中央各種会議参加(北京)
 ＊中央の意図と現地の実情との整合・認識共有努⼒

国防相主催会議 ＊東部司（セン中将）と33兵団間⾒解相違露⾒
 →ウムラオ・シン中将(第33兵団⻑)の職務剥奪決定
 →カウル中将を第4兵団⻑任命
カウル：第4兵団⻑就任 10.03

10.06 中共中央：対印武⼒⾏使決定

10.02

9.20
〜
9.25

8⽉下旬
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7.215651⾼地武装衝突事件(天⽂点付近)

9.08

対峙、罵倒・投⽯合戦対峙、罵倒・投⽯合戦

下旬〜
10.12

イ ン ド ⽉.⽇ 中   国
上旬 趙⽂進以下連隊⻑以上：ラザ峠でナムカ川周辺印度軍配備偵察

カウル：ドー峠哨所着・視察 10.07
10.08 中央軍委：情勢⾒積提⽰ アクサイチン臨戦体制完成命令 ＊10.12完成

レグホン作戦発動 総政治部：『侵⼊インド軍殲滅作戦に関する政治⼯作補充指⽰』
→（藏）『克節朗地区侵⼊インド軍殲滅作戦の政治⼯作指⽰』『動員令』
→（疆）『インド侵⼊軍への反撃の戦闘動員指⽰』『侵⼊インド軍⼀掃政治⼯作指⽰』
中国政府：インド政府へ公式警告 
＊『⼈⺠⽇報』「我国外交部就侵⼊扯冬地区的印度軍隊増設侵略拠点向我辺防部隊
発動新的武装進攻⼜⼀次打死傷中国⼠兵的厳重事件給印度駐華⼤使館的照会」(社論)

ネルー主催最⾼指導者会議  ＊カウル出席
 ①兵⼒増強継続・対中国攻撃発動
 ②現在位置の保持
 ③他地域の優勢下保持

10.12 張国華以下チベット軍区幹部：ラサ帰任
カウル：第4兵団参謀⻑(K.K.シン准将）へ下命
 ①ナムカ川南岸保持②ルムプ経由通信線保護③ハトン峠、ツァンレ、
 ツェン・ジョン確保
第4兵団：「ツァンレの堅持」に命令修正→撤退不可化 10.14 藏軍区前線指揮部設置(⿇⿇) ＊張国華以下主要幹部＋通信部隊＋司令部要員

10.17 中央軍委：「侵⼊インド軍殲滅作戦命令」発動・下令 ＊東⻄双⽅
10.20 対印武⼒⾏使発動

10.13
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10.10
カウル：デリーへ逃亡  ＊ダルヴィへ指揮権委譲
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た。同時に、『人民日報』を通じた警告も少なくとも 5 回発せられた。7 月 11 日のガルワ

ン渓谷事件、7 月 21 日のアクサイチン天文点付近にある 5651 高地武装衝突事件、そし

て、9 月 8 日から 20 日にかけてのドー峠哨所事件を初めとする両軍の小競り合いが発生

イ ン ド ⽉.⽇ 中   国
7.20 総参謀部：20字⽅針＊「絶不退譲、⼒争避免流⾎；⽝⽛交錯、⻑期武装共処」

5651⾼地武装衝突事件(天⽂点付近)
 ＊7⽉27、31、8⽉1、23、25⽇に発砲・捕虜捕獲事件
総参謀部作戦部：アクサイチン敵情・地形実地調査
柴成⽂(総参謀部情報副部⻑)：阿⾥地区前⽅哨所着任→ 部隊演練指導

9.07 『⼈⺠⽇報』「印度当局所謂“和平解決”的真相」(社論)
郭志顕(⼭南軍分区副司令員)：ナムカ川北岸実地調査 ＊1個中隊帯同
⇨ 総参謀部・藏軍区   ①歩兵第3中隊のナムカ川北岸配備
             ②哨所のトーチカ化・哨所増設

◆ ドー峠哨所被包囲(〜9⽉20⽇) ◆ ドー峠哨所包囲(〜9⽉20⽇)
中(2名)と印(15名)遭遇  ＊後に印30名に増員 9.17 中(2名)と印(15名)遭遇

9.18
9.19

択繞橋事件 ＊死傷者発⽣ 択繞橋事件 ＊死傷者発⽣
＊I.B.報告：師団砲兵を伴う2個連隊配備済み＋1個師団後備(錯那) ①印軍： 先制発砲(21⽇)

②印軍： 択繞橋爆破・中軍退路遮断企図
③両軍： 銃撃・⼿榴弾投擲戦

9.22 『⼈⺠⽇報』「是可忍、孰不可忍！」(社論)
張国華以下チベット軍区幹部：中央各種会議参加(北京)
 ＊中央の意図と現地の実情との整合・認識共有努⼒

国防相主催会議 ＊東部司（セン中将）と33兵団間⾒解相違露⾒
 →ウムラオ・シン中将(第33兵団⻑)の職務剥奪決定
 →カウル中将を第4兵団⻑任命
カウル：第4兵団⻑就任 10.03

10.06 中共中央：対印武⼒⾏使決定

10.02

9.20
〜
9.25

8⽉下旬

図表8(3)

7.215651⾼地武装衝突事件(天⽂点付近)

9.08

対峙、罵倒・投⽯合戦対峙、罵倒・投⽯合戦

下旬〜
10.12

イ ン ド ⽉.⽇ 中   国
上旬 趙⽂進以下連隊⻑以上：ラザ峠でナムカ川周辺印度軍配備偵察

カウル：ドー峠哨所着・視察 10.07
10.08 中央軍委：情勢⾒積提⽰ アクサイチン臨戦体制完成命令 ＊10.12完成

レグホン作戦発動 総政治部：『侵⼊インド軍殲滅作戦に関する政治⼯作補充指⽰』
→（藏）『克節朗地区侵⼊インド軍殲滅作戦の政治⼯作指⽰』『動員令』
→（疆）『インド侵⼊軍への反撃の戦闘動員指⽰』『侵⼊インド軍⼀掃政治⼯作指⽰』
中国政府：インド政府へ公式警告 
＊『⼈⺠⽇報』「我国外交部就侵⼊扯冬地区的印度軍隊増設侵略拠点向我辺防部隊
発動新的武装進攻⼜⼀次打死傷中国⼠兵的厳重事件給印度駐華⼤使館的照会」(社論)

ネルー主催最⾼指導者会議  ＊カウル出席
 ①兵⼒増強継続・対中国攻撃発動
 ②現在位置の保持
 ③他地域の優勢下保持

10.12 張国華以下チベット軍区幹部：ラサ帰任
カウル：第4兵団参謀⻑(K.K.シン准将）へ下命
 ①ナムカ川南岸保持②ルムプ経由通信線保護③ハトン峠、ツァンレ、
 ツェン・ジョン確保
第4兵団：「ツァンレの堅持」に命令修正→撤退不可化 10.14 藏軍区前線指揮部設置(⿇⿇) ＊張国華以下主要幹部＋通信部隊＋司令部要員

10.17 中央軍委：「侵⼊インド軍殲滅作戦命令」発動・下令 ＊東⻄双⽅
10.20 対印武⼒⾏使発動

10.13

図表8(4)

10.11

10.10
カウル：デリーへ逃亡  ＊ダルヴィへ指揮権委譲

　6 月 4 日のインド軍部隊によるマクマホン・ライン越境と中国領内への哨所設置及び第

7 旅団タワン配備を初めとする NEFA 北西端付近地域への展開兵力大幅増強に直面して、

中国の軍事的重点は、アクサイチン方面から NEFA 方面へと移行した。

　7月から9月にかけて、毛沢東の指示を初めとする中央の意志決定が明確となっていった。

同時に、『人民日報』を通じた警告も少なくとも 5 回発せられた。7 月 11 日のガルワン渓

谷事件、7 月 21 日のアクサイチン天文点付近にある 5651 高地武装衝突事件、そして、9
月 8 日から 20 日にかけてのドー峠哨所事件を初めとする両軍の小競り合いが発生し、9 月
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20 から 25 日にかけての択繞橋事件で双方に少なからぬ死傷者が発生した。

　かくして、1962 年 10 月 6 日、中共中央は対印武力行使を正式に決定し、10 月 10 日の『人

民日報』社説で、中国外交部の対インド正式最終警告を全文掲載し、同時に、チベット及

びアクサイチンでの動員を含む最終的な作戦行動発動準備に着手したのである。

Ⅲ　戦争目的と情勢判断及び作戦準備

　中印戦争における中国の勝因とインドの敗因には、多くの側面と要素を指摘することが

できよう。ただし、拙稿は主として軍事的視点を重視するため、ここでは、両国の戦争目

的と情勢判断、それらから導かれる作戦準備について集中的に論考することにする。

　なお、軍事においては、目的を達成するために目標が選定される。目標選定に際しては、

彼我に関する情勢判断に依拠することになる。そして、選定された目標を獲得するために

必要な戦力は、物的、精神的な保証によって決定される。それゆえ、本項では、両国の戦

争目的と情勢判断、そして作戦準備に焦点を当てることにする。

1　戦争目的

　中国の戦争目的は、上述した 1960 年 4 月の周恩来・陳毅の訪印時に明示されていた。

　すなわち、第 1 は、新藏公路の安定的確保である。第 2 は、マクマホン・ラインの無効

性を顕示することにより、インドの越境を阻止することであった。第 3 は、インドへの痛

打によるチベット統治の安定化であった。そして、これら戦争目的は、近代中華革命の実

行者としての正統性獲得という理念に収斂していたのであった。

　1949 年 10 月 1 日の中国成立直前に、次のような意志を中共が表明したことには十分な

注意が払われるべきであろう。1949 年 9 月 2 日の『人民日報』社説「外国侵略者が中国

の領土を併呑することを容認しない――西藏」では、「7 月 8 日のチベット地方権力者が漢

族人民及び国民党駐チベット要員を駆逐した事件は、英米帝国主義及びそれに追随するネ

ルー政府の画策の下で発動されたものである。」と断じた。なお、この事件に対して、国民

政府行政院も、「チベット地方当局のこの度の措置は、でたらめであり、多くの事実と合致

しない。」と直ちに抗議声明を発表した。行政院は同時に、「この事件は遺憾であり」、「前

議を速やかに撤回し、中藏本来の関係に回復することを希望する。」と書簡を送っていた。48

　共産党も国民党も揃ってチベット分離行動を座視しない決意を表明した理由は、清朝と

中華民国が失いかけた新疆やチベットの統一を完成させることが、近代中華革命の実行者

としての正統性を証明する要件であったからである。よって、武装反乱を教唆、或いは、

辺疆地の一体化を遮断するごとき外部勢力の言動は、中国共産党にとり絶対に許容できな

かったのである。同時に、新疆とチベットとの間における物資・軍隊移動に供する戦略道

路は、中華の辺境統一を保証する不可欠の要素であった。

　こうした戦争目的の簡明さは、党中央、中央軍事委員会がそれぞれの闘争段階における
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明確な方針、政策制定、具体的な指示と要求へと結実した。つまり、何を目的として、い

つ攻撃し、いつ停戦し、いつ進撃し、いつ撤収するのか等、厳格な規定と政策の基準となっ

たのである。49

　他方、インドの戦争目的は、漠然としていた。インドの係争地に関する領有権主張の根

拠は、「伝統的そして歴史的なインドの辺境地は、過去 2000 年以上に及ぶインドの文化と

伝統と結び付き続いており、インド人の生活と思想に緊密であり続けてきた」という 1959
年 11 月 4 日付インド政府公式覚書の見解であった。50 この覚書に基づき、係争地域から中

国を排除することだけが、インドの戦争目的となったのである。更に、アクサイチンもマ

クマホン・ラインも、実際には未測量であった。それは、インド側の陸軍司令部等の上級

司令部と現地作戦部隊との意識や認識の乖離と混濁へと連接したのである。

2　情勢判断と意思疎通

（1）敵に関する評価

　中国のインド軍に関する評価は、「今回攻撃する相手は、辺防警察部隊ではなく、第 2
次世界大戦参加経験があるインド最良の部隊であり、侮ってはならない。」51 という劉伯承

元帥の訓示に代表される。また、10 月 15 日の連隊以上の幹部が参加した作戦会議で張国

華も、「我々が直面している相手はインドの“切り札”的部隊であるが、我々は戦略的には

敵を軽視し、戦術的には敵を重視しなければならない」とも訓示した。52 このような中国

側のインド軍に対する慎重な評価が、後述する周到な作戦準備の基盤となっていたと言え

る。

　古来、アクサイチンも NEFA もチベット文化圏に属しており、NEFA 居住者の大部分が

チベット・ビルマ語族に属するモンパ族である。マクマホン・ラインとは関係なく、古い

通商路を利用した小規模な交易がチベット南部と NEFA とでは行われていた。それゆえ、

林芝分区の元副司令員であった李春が述懐したように、彼らは同郷人の前線支援に依存で

きた 53 のである。そこには、交易に従事するチベット族から得る道路事情やインド軍の兵

力配備に関する情報も含まれていた。

　更には、偵察活動により得た情報に基づき、9 月下旬から北京で、張国華とチベット軍

区参謀長の王亢は、連日、党中央や中央軍事委員会首長 ( 毛沢東 ) と意見交換し、他のチベッ

ト軍区幹部も北京の会議、学習会に参加して、中央と現地との意思疎通に尽力したのであ

る。54

　インドの中国に関する評価は合理性を欠き、統一性も保たれていないものであった。

　第 1 は、1959 年 9 月 13 日に発せられたネルー秘密指令における対中評価が、終始イン

ド側の情勢判断における前提として扱われたことである。それは、「私は、この国境方面で

中国軍がなんらかの攻勢的方針を採ることは――即ち、これ以上わが国の領土に進入を試
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みることは――ありそうにない、と考える。」55 というものであった。このネルーの観念に

より、東部方面司令部がインド軍兵力を侵略されそうな地点に集中して、大量の後方支援

問題を解決し、中国軍をインド軍が選択した地点へ追い込んで作戦すべし、との戦略的・

戦術的に賢明な建議が意志決定者たちによって却下されてしまったのである。56

　第 2 は、情報部門が適切な機能を発揮しなかったことである。特に、情報局による各種

情報・報告が政策形成の基礎として統合情報委員会 57 に届けられず、情報局長マリクが途

中で操作していた。そして、情報局は収集した情報をしばしば陸軍司令部へ送らず、とき

には情報局の行政主管部門にも届けず、重大な問題が往々にしてマリクとネルーの口頭に

よる相談によって決定されていた。この他にも、警察組織である情報局は、中国側軍隊の

配備・兵力には無知であった 58 うえに、肝要な情報を意図的に所要部門に伝達しなかった。

また、マリクの得意分野は国内情報であった。彼はネルーの忠実な部下であったが、その

時期、対外情報を収集して提供する組織はなかった。つまり、中国ないしチベットに関す

る必要かつ基本的分な軍事情報をインド軍は入手できていなかったのである。59

　例えば、警察組織である情報局が、インドの 1 個旅団は中国部隊とどれほど隔たってい

るかということを、インドの旅団に中国軍の兵力、装備そして行動計画を全く知らせなかっ

たことを当該旅団長は後になって認めた。つまり、インド政府はほとんど無知の状態で中

国との戦争に突入したのである。60 こうした情報活動体制によって、根本的に誤った政治的・

軍事的判断を是正する機会をことごとく失う結果を招いたのである。

（2）戦場環境に関する評価

　中国側は、チベット及び新疆全域を制圧した 1950 年代以降、NEFA 及びアクサイチン

の地形、気象に慣熟していた。NEFA 方面は、雨量が比較的多く、毎年 5 ～ 8 月は雨季と

なり、しばしば鉄砲水が発生し、道路や橋梁を流してしまい、交通は遮断され、谷間は降

雨が多く、山腹では降雪があり、空気は湿っている。この期間は蛭や毒虫等の害が大きい。

12 月から 3 月は雪季であり、尾根の低い箇所は雪に閉ざされてしまう。そのうえで、

NEFA では 9 ～ 11 月が部隊行動に比較的有利であり、61 アクサイチンでは冬季が 8 ～ 9 ヶ

月に及ぶことから、大規模作戦行動は初冬が適当であるという理解を現地部隊も中央軍事

委員会及び総参謀部も共有していた。62

　加えて、アクサイチン方面では 1962 年初夏以降、マクマホン・ライン方面では 10 月初

旬には、総参謀部や現地司令部幹部による現地偵察が実施されていた。たとえば、1962 年

4 月 19 日に総参謀部により発出された『中印西部方面辺境辺防強化措置』に基づき、新疆

軍区は、4 月以降、アクサイチン北西部において、全面的偵察を行って、敵情を把握し、

地形、道路そして路外の峠の状況を熟知していた。63 また、同年 8 月下旬から 9 月初旬に

かけては、総参謀部作戦部はカラコルムの敵情、地形を実地調査し、総参謀部情報副部長

の柴成文が、一貫して阿里辺防区の前方哨所に留まり、パンゴン湖地区の処置状況を指導

していた。64 マクマホン・ライン方面では、9 月 8 日、山南軍分区副司令員の郭志顕と歩

兵第 2 連隊政治委員の史宋寛が、1 個中隊を伴ってナムカ ( 克節朗 ) 川北岸の実地調査を実
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施した。65

　このように、中国側は、開戦の少なくとも 1 ヶ月以上前から、偵察部隊のみならず、中

央及び現地高級将校による実地偵察を実施して、現地の作戦環境、敵情及び自軍の実態を

把握していた。そして、それら偵察結果を基盤として、作戦地域の特性を勘案した後方支

援体制を構築し、作戦行動と後方支援活動との連携、また、特殊な自然環境による活動上

の制約 66 を効果的かつ有機的に克服したのである。

　他方、インド政権中枢にあって現地の戦場環境を実地に見聞したのは、開戦間近に陸軍

総参謀長から第 4 兵団長に赴任した直後のカウルが初めてであった。しかし、彼は自身の

困難を陸軍司令部や政権に訴えても、現地の ( 戦場 ) 環境を適合し克服するための措置を

何らとることはなかった。67 無論、情報局長マリクも陸軍司令官タパルも、更には、国防

相メノンもネルー首相も、最後まで誰も現地を見聞した人物はいなかった。それゆえ、最

高意志決定の際に、当然考慮しなければならない現地作戦部隊に関する政治的・軍事的実

態をインド戦争指導層は理解し実感することができなかったのである。

3　作戦準備

（1）物的準備

　本格的武力行使以前、中央軍事委員会及びチベット、新疆軍区は高原辺境地域の作戦行

動、特に後方支援に対する特殊性と重要性を十分に認識しており、戦時物資供給にまつわ

る後方支援業務を首尾良くこなした。第 1 は後方支援基地を建設し作戦物資を十分備蓄し

た。第 2 は、道路の改善を重視した。第 3 は後方支援訓練と消耗実験とから人、家畜、車

両輸送及び各種武器弾薬消耗量等の膨大なデータを蓄積した。68

　たとえば、マクマホン・ライン方面では 1 個師団分 40 日間分の主食副食、2 個基数 (2
会戦分 ) の弾薬、馬草、バター、麹、そして、道路修築用資材と工具を備蓄し、1 個師団

を輸送可能な車両が準備された。アクサイチン方面では、各哨所に半年分の備蓄をして、

機動作戦部隊は 3 ヶ月分の物資が充足されていた。69

　また、自動車輸送力を十分に発揮して、遠距離物資輸送を解決した。併せて、道路整備

を加速し急造軍用道路を応急補修し、自動車輸送を前方に延伸させることができた。70 総

後勤部は、3 本の主要幹線の自動車輸送を直接管制し、沿線には給油所、修理処を増設し、

後方輸送指揮機構を設置した。また中央軍事委員会と西部戦線指揮部・東部戦線指揮部は、

後方支援保障機構設置時、自然条件と作戦上の特徴に基づき、作戦規模と作戦配備を考慮

して、異なる方向に輸送ステーション、兵站ステーション、技術 ( 修理 ) ステーション、

医療衛生ステーション等の機構を開設した。71

　更に、特殊な自然環境による通信機材の性能低下補填のため、大出力無線機を導入し、

現地部隊間はもとより現地と総参謀部との無線通信連絡を確立した。72

　加えて、高原性気候と亜熱帯性気候とが混在する自然環境による人体への影響にも中国
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は十分に配慮した。第 1 に高原厳寒地域適応訓練を通じて人体の抵抗力を増強し、第 2 に

大量の医療要員を内地からチベットと新疆へ送り込んで野戦救護能力を高め、第 3 に事前

の衛生機構を完備し、第 4 に部隊の自隊応急救命を充実させた。これら措置により、救命

率が、東部戦線で 62.2％、西部戦線で 40％となり、非戦闘減員と戦死傷率を大幅に低下

させ、部隊の戦闘力を有効に保証した。73

　こうして、中国は戦争指導層から末端部隊に到るまでが、作戦の限界を規定する後方支

援措置を大規模かつ組織的に実施したことは、中印戦争における中国側圧勝の重要な要因

となった。

　他方、1962 年 10 月にツァンレへの部隊展開を命じられた第 7 旅団長ダルヴィ准将は、

適切な後方支援拠点を欠いたまま冬季の作戦を 2 週間と続けられないことは明かである、

と意見具申していた。74 また、第 4 師団長プラサド少将とダルヴィは、木綿の軍服を身に

まとっている限り、もしも中国軍に連絡線を遮断されるならば、ユムツォで凍え死ぬか餓

死するかしかない、とカウルに訴えたが無視された。75 更には、ナムカ川地区へ派遣され

たインド兵は、携行する弾薬盒分の弾薬だけしかなく、機関銃と迫撃砲の支援を要請した

が、上級司令部によって却下された。76

　このように、インド軍は高山病の危険をはらみ、交通不便な戦場環境で、ほとんど“丸裸”

で“丸腰”に近い状態で戦争指導層や上級司令部から放置された状態となっていた言える

のである。

（2）人的準備

　動員と人事という側面においても、中国とインドは対照的であった。

　中印戦争の準備段階で、チベット、新疆自治区の党と政府は、県、区、郷各級人民政府

は前線支援機構を成立させていた。そして、チベットでは民工 3.2 万余人、家畜 1 万余頭

を動員した。新疆では民工 2 万余人、家畜 1,300 余頭を動員した。77

　これら動員された民工は、チベットにおいては、500 名がラサと曲水間の 6 つの橋梁、9
つの排水路、路床及び地盤を応急修理し、76km の自動車道路、人道 121km を修繕建築し

た。新疆自治区では、新疆建設兵団と民工 2,700 余名によって山岳地への物資運搬の 46％
を輸送した。その他にも、彼らは負傷者救護、糧食運搬、給水活動に従事した。78

　作戦部隊においても、中央軍事委員会と総政治部による“備戦整軍”に関する指示に基

づき、国共内戦とチベット武装勢力鎮圧作戦経験者を主体とする管理向き人材から戦闘向

き人材を主眼とした人事異動を大規模に実施した。具体的には、チベット軍区の藏字 419
部隊では、273 名の幹部を異動させ、それは全幹部の 32.4％を占めた。異動を通じて、当

該部隊 3 個歩兵連隊の 9 個歩兵大隊のうち、8 個大隊は強力な幹部を擁することになり、

第 157 連隊の幹部で実戦経験がある者が 56.7％から 61.2％へ、ある中隊では 75％から

90％へ増大した。第 155 連隊の小隊幹部の 90％は実戦経験者となり、歩兵第 11 師団第

31 連隊第 1 大隊の 36 名の幹部の内、18 名が戦闘経験者となった。79
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　加えて、そもそも、当時の中国政府の高官の多くは、革命戦争と日中戦争の前線を経験

していた。また、建国後も 2 回の台湾海峡危機や朝鮮戦争の指導経験を有していた。

　彼らは、政治と軍事の正しいあり方を知悉していたと言える。その原則は、「“銃口から

政権は産まれる”。我々の原則は党が銃を指揮するのであって、銃が党を指揮することを決

して認めない。」80 という毛沢東が明示した教義である。そのうえで、「いわゆる積極性の

発揮とは、指導機関、幹部そして党員の創造的能力、責任感、業務の活気を具体的に表現し、

思い切り、そして、首尾良く問題を提示し、欠点を批評して、指導機関と幹部に対して愛

護の観点からもたらされる監督作用を必ず具備しなければならない。これらがなければ、

いわゆる積極性は中身がなくなってしまう。」81 として、毛沢東は議論を奨励していた。そ

うした議論から導かれた結果に対しては、「(1) 個人は組織に従え、(2) 少数は多数に従え、(3)
下級は上級に従え、(4) 全党は中央に従え」82 という規律に従って行動することを戦争指導

層も作戦指導層、そして、前線将兵に至るまでが当然視していたのである。

　他方、1960 年代におけるインド側は、人的に多くの問題を抱えていた。

　この時期、インドの国防に関しては、深刻で顕著な風潮が認められる。1 つ目は、ネルー

首相とメノン国防相による情実人事の横行である。2 つ目は、根強い“軍不信”という風

潮であった。

　それは、ネルー首相及びメノン国防相という政治指導者と、タパル陸軍司令官、情報局

長マリク、そして、カウル中将などの人格、能力及び彼らの関係から生じた問題であった。

　まず、メノンは、高い知性をもつ人物であったが、とても不愉快で嫌味な人物でもあった。

彼は、正常な軍の指揮系統を飛び越して、下級将校を直接使った。一方、メノンはお気に

入りの彼に昇任させてもらった将校達による派閥と参謀総長へは気遣いを見せていたので

ある。他方、1961 年初頭まで東部方面司令官であったトラト中将は、インドにとり補給に

おいて有利な位置にあるタワン地区のボムディ峠と、中国が進出している尾根に沿った防

衛線を保持すれば、中国側は大いに不利になるであろうと考えた。しかし、この計画はメ

ノンによって承認されなかった。そこで、トラトは 1962 年の戦争の前年に退役してしまっ

た。83 こうして、軍事的合理性を担保した情勢判断のできる有能な軍人が、メノンによっ

て陸軍から放逐されてしまったのである。

　情報局長マリクは反陸軍という偏見を持ち、政治家達へ軍事独裁に対する恐怖感を提供

していた。そして、情報局の官僚組織は、マリクから提示された関心のために、彼を補佐

して軍の高官達が首相と直接に影響し合えないようにしていたのである。84 その結果が、

上述したような、必要なインドの軍事情報活動に関する不正確性と非効率性、そして、意

思疎通の欠如であり、軍事行動における悲劇的惨敗の重要な要因となったのである。

　陸軍の意志決定層に関しては、1961 年当時、陸軍司令官であったティマヤ大将 85 とメ

ノンとの確執が、少なくとも戦争ないし戦闘の帰趨を敗北に向かわせる人事へ反映された

と言える。
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　タパルは、1961 年まで西部方面司令官であった。その時期、ティマヤ大将の後任者とし

て、ティマヤは東部方面司令官トラトを推薦した。ところが、陸軍将校の人事に大きな影

響を及ぼせる陸軍主計総監であったカウルが、トラトを後退させて、タパルの大将昇任と

陸軍司令官就任をネルーとメノンに働きかけて画策した。その結果、タパルは陸軍司令官

となり 86、カウル自身も陸軍参謀総長へ就任したのである。タパルは有能ながらもパッと

しない将校であり、安易な道をとる傾向があった 87 ことは、中印戦争に際して、ネルーや

メノンの理不尽な要求に唯諾々と従うという無作為の罪を犯すことになったのである。

　そして、最も本格的武力衝突の帰趨に影響を与えた人事措置は、1962 年 10 月 2 日のメ

ノン国防相主催会議における第 33 兵団長ウムラオ・シン中将 88 からの NEFA 防衛の職責

剥奪 89 が、メノンの主導とタパル及び新東部方面司令官 L.P. セン中将によって断行された

ことであった。ここで、ウムラオ・シンの後任は誰かというのが問題になった。タパルは、

国防相を激怒させたことのある“サム”・マニクショウ中将を推薦したが、メノンの選択は

B.M. カウルであった。この野戦指揮官としてのカウルという選択は、カウルにとってと同

様に国家としての甚大な誤りであったのである。90

　カウルは、サンドハースト英陸軍士官学校から卒業を認定されたとき、戦闘職種ではな

く陸軍輸送科へ行くことになり、それは彼の経歴と評判にとり致命的となった。彼は戦闘

職種へ戻ろうと試みたが、決してそうはならなかった。その代わりに、彼自身の魅力とネ

ルー首相との関係を利用して高い地位に出世したのである。

　かくして、インドでは、戦闘将校不適格とイギリス軍から判定されたカウル中将が、ネ

ルーからの寵愛とタパルからの“返礼”とにより、NEFA の作戦指揮を担任することになっ

た。91 更に、ネルーとメノン、タパルそしてカウルは、情勢を正しく認識していた多くの

将校を退職ないし閑職に追いやり、或いは、沈黙させた。92 こうした軍における意志決定

の最上層部を支配した不健全な人事措置に起因する悪しき風潮を前線の将兵の善戦をもっ

てしは挽回できなかった、というのがインド軍の看過できない現実であったのである。

　そして何よりも、上述した政府内における不健全な情報活動と将官人事を横行させたネ

ルー首相自身に、最終的な責任が着せられるべきであったと言わざるを得ない。とりわけ、

ネルーのマリクとカウルに対する異常ともいえる寵愛と信頼は、少なくとも中国との武力

衝突において、彼の情勢判断の誤りを修正する機会を自ら放棄したことを意味した。そし

て、ネルーの無意識の誤謬がインドにとり致命的に不利な要素として作用したことは指摘

される必要があろう。

Ⅳ　おわりに

　戦争は、政治的行為であるばかりでなく、本来政策のための手段であり、政治的交渉の

継続であり、他の手段をもってする政治的交渉の遂行である 93 ならば、戦争目的の設定は、

政治の責務である。この責務を果たした中国は勝利し、果たさなかったインドは惨敗した
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と総括できよう。特に、自国の活動に対する中国の反応に関する根拠なき前提設定という

情勢認識上の欠陥と、戦争目的と後方支援を初めとする作戦上の限界の前線との共有努力

を怠ったことの代償は大きかったと言えよう。

　更に、健全で合理的な軍事的意見具申を行うことを軍人達に躊躇させる人事を横行させ、

そこから派生した萎縮した風潮を軍内に蔓延させたインドの政治指導者及び文官たちの責

任もまた問われるべきであろう。ようするに、脅威主体の真の意図が何であるかを真面目

かつ謙虚に探求するどころか、全く考慮しようともしなかったインドの政治指導者たちと

情報関係者、更には、それらに正論をもって正道を貫徹することを放棄した軍高官たちの

姿勢は、正に“Guilty”であったと評するのが適当であろう。とりわけ、マリクのように

陰険で不公平な情報責任者と、カウルのように姑息で、タパルのような無気力な高級指揮

官を得たインド前線部隊が、不運であったと片付けるにはあまりにも大きな血の代償を

払った事実は、歴史的教訓とも言えよう。

　このように、戦争の帰趨は、「人」にまつわる要素が、決定的な影響をもたらすことを中

印戦争は、後世に伝えている。これらインドの惨敗に至る過程は、中国と係争問題を擁す

る日本にとり、詳細かつ十分に参考とされる価値を有するように思料されるのである。

1 ザ・グレート・ゲームとは、大英帝国と帝政ロシアの間で 19 世紀のほとんど 1 世紀間を通じ

て演じられた政治・軍事上の情報合戦 ( ピーター・ホップカーク (1992)『ザ・グレート・ゲーム』

京谷鵬二訳、中央公論社、11 頁。)。舞台は、西はコーカサスから東はチベットに至った。ナ

ポレオン戦争後、ロシアの台頭と中央アジア征服という事態に直面し、インド総督府とイギリ

ス本国は、ロシアのインド進出を阻止すべく、イギリスの士官達の中央アジアにおける秘密探

査を命令もしくは奨励した。19 世紀末に至ると、ロシアの中国北西辺疆部、すなわち新疆の一

部を占領する事態となった。これに脅威を覚えたイギリス (正確にはイギリス領インド帝国 )は、

ヤング・ハズバンドを初めとする武装部隊をもってチベットに進攻し、同地を緩衝地帯として

確保しようとした。この延長で、アクサイチンの探査と清朝との境界画定交渉、インドのアッ

サム州の北部山岳地帯 ( 拙稿で扱う NEFA) の帰属をめぐって、誕生して間もない中華民国政府

と、半独立状態にあったチベットとの三者間で、チベットの扱いと、チベットとインドとの境

界画定を目的としたシムラ会議 (1913 ～ 14 年 ) を開催した。この会議で、イギリスは、いわゆ

るマクマホン・ラインをチベット・インドの東部境界とする協約を提示し、英・中・藏の代表が、

これに署名した。しかし、中華民国政府は、これを認めず中華民国代表も批准を拒否した。そ

のため、イギリスは、中華民国代表を排除してチベット代表との間で、この協約を秘密裡に批

准した。そのような経緯から、今日に至るまで、中華人民共和国政府はもとより中華民国政府

もマクマホン・ラインを国境線として認めていない。ちなみに、英露両国は、英露協商を締結

(1907 年 ) することで勢力範囲合意し、ここにザ・グレート・ゲームは終了した。
2 中華勢力とは、「“礼”、つまり儒教の道徳・教義を実践できる集合体」( 岡本隆司 (2016)『中

国の論理』、中央公論新社、100 頁。) をここでは意味する。具体的には、“儒教的”教義を修得

したと見なされる官僚群によって支えられる統治者を頂点とする政治的実体をここでは意味す

る。したがって、統治集団が漢族であるか否かは二義的問題となる。なお、19 世紀末から 20
世紀初頭にかけて、清朝も中華民国も、近代的国民国家 ( 立憲君主制であるか共和制であるか
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の相違はあるものの ) の建立を目指していたが、指導層の教養の基盤は、依然として儒教であり、

毛沢東を初めとする少なからぬ共産党指導者も同様であった点に注意する必要がある。
3 シムラ条約は、1913 年 10 月から欲 14 年 7 月 3 日までインド北部のシムラで、英国代表ヘン

リー・マクマホン、中華民国代表の陳胎範、チベット代表シェータが集まって開催されたシム

ラ会議の最終日に調印されたものである。主たる内容は、チベットを内チベットと外チベット

の 2 つの部分に分けた。条約はヒマラヤ連峰に沿ったブータン以東のインド――チベット国境

線を画定した。これがのちのいわゆるマクマホン・ラインである。条約が正式に調印されたと

き陳胎範は部屋に入ることが許されず、また条約の変更について何も知らされていなかった (A・
トム・ダンフェルド (1994)『現代チベットの歩み』、八巻佳子訳、東方書店、92 頁。)。調印時、
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